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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第116期

第３四半期
連結累計期間

第117期
第３四半期
連結累計期間

第116期

会計期間
自 平成28年５月１日
至 平成29年１月31日

自 平成29年５月１日
至 平成30年１月31日

自 平成28年５月１日
至 平成29年４月30日

売上高 (千円) 13,215,098 13,117,511 17,948,151

経常利益 (千円) 770,023 524,259 758,189

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 460,241 369,422 557,946

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 434,013 398,463 601,549

純資産額 (千円) 4,739,597 5,202,069 4,907,012

総資産額 (千円) 19,143,766 21,022,175 19,635,644

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 177.41 142.42 215.08

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 24.2 24.1 24.3
 

 

回次
第116期

第３四半期
連結会計期間

第117期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年11月１日
至 平成29年１月31日

自 平成29年11月１日
至 平成30年１月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 44.55 17.17
 

 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．平成28年11月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

 また、各セグメントに係る主要な関係会社の異動は、次のとおりであります。

（漁業関連事業）

　従来持分法非適用非連結子会社であった有限会社吉田漁業部は、重要性が増したため、第１四半期連結会計期間よ

り連結の範囲に含めております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、近隣諸国の不穏な行為による国際的な緊張が高まり、米国政

権の動向に注目が集まる中、各国の対応次第では今後の経済に対する影響も懸念される状況ですが、欧米景気の拡

大や政府の経済政策により、国内企業の業績や雇用環境の改善が見られるなど、回復基調で推移しております。

当社グループ主力ユーザーの水産業界におきましては、異常気象による海況の異変や一部水産資源の漁獲量の規

制、鮭やさんまの不漁など厳しい状況にありますが、世界的な魚食の高まりにより、水産物の輸出額は、多少ばら

つきはあるものの、年々増加傾向にあるなど、経営環境は概ね安定しております。

このような状況のもと、当社グループの売上高は、海外旋網の受注は順調でしたが、定置網の売上高が減少した

ことや陸上用ネットの施工工事が後倒しになったことにより、前年同期と比べて減少しました。営業利益は、生産

の平準化を図り、無駄な費用の削減に努めておりますが、付加価値の高い定置網の売上高が減少したことにより、

前年同期と比べて減少しました。営業外損益では、前年同期は為替差損が発生しましたが、当第３四半期ではドル

高により、為替差益が発生しました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は13,117百万円（前年同期比0.7％減）、営業利益は439百万円

（前年同期比48.9％減）、経常利益は524百万円（前年同期比31.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

369百万円（前年同期比19.7％減）となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

[漁業関連事業]

売上高は10,974百万円（前年同期比0.1％減）となりました。主な要因は、海外旋網部門の受注が好調であること

や連結子会社の増加などがありましたが、定置網部門の売上高が減少したことによるものです。利益面は、付加価

値の高い定置網の売上高が減少したことにより、セグメント利益は378百万円（前年同期比49.9％減）となりまし

た。

[陸上関連事業]

売上高は2,137百万円（前年同期比2.9％減）となりました。主な要因は、産業用資材の売上高は前年同期と比べ

て増加しましたが、陸上用ネットの施工工事が一部後倒しになったことによるものです。利益面は、陸上用ネット

の売上高が減少したことにより、セグメント利益は61百万円（前年同期比42.1％減）となりました。

　[その他]

前期に引き続き機械の部品加工等の受注が低調に推移したこと等により、売上高５百万円（前年同期比80.3％

減）となりました。利益面は、売上高が低調なことにより、セグメント損失は０百万円（前年同期は１百万円の損

失）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ1,386百万円増加し、21,022百万円とな

りました。その主な内容は以下のとおりであります。

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末と比べ1,057百万円増加し、14,652百万円となりました。これは、現金及び預金は

減少しましたが、売上債権及びたな卸資産が増加したこと等によるものです。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ329百万円増加し、6,369百万円となりました。これは、有形固定資産等が

増加したことによるものです。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末と比べ778百万円増加し、9,659百万円となりました。これは、仕入債務は減少し

ましたが、短期借入金が増加したこと等によるものです。

固定負債は、前連結会計年度末と比べ313百万円増加し、6,160百万円となりました。これは、長期借入金が増加

したこと等によるものです。

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末と比べ295百万円増加し、5,202百万円となりました。これは、利益剰余金が増

加したこと等によるものです。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は120百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,400,000

計 6,400,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年３月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,605,000 2,605,000

東京証券取引所
(市場第一部)

名古屋証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は、100株であ
ります。

計 2,605,000 2,605,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年１月31日 ― 2,605,000 ― 1,378,825 ― 510,292
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成29年10月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成30年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 11,100
 

―
株式内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,582,200
25,822 同上

単元未満株式
普通株式

11,700
― 同上

発行済株式総数
普通株式

2,605,000
― ―

総株主の議決権 ― 25,822 ―
 

 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式７株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成30年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日東製網株式会社

東京都港区新橋
二丁目20番15-701号

11,100 ― 11,100 0.42

計 ― 11,100 ― 11,100 0.42
 

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

専務取締役
営業本部副本部長

常務取締役
営業本部副本部長

高吉　良臣 平成29年８月１日

常務取締役
製造本部本部長

取締役
製造本部本部長

小林　重久 平成29年８月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成29年11月１日から平成

30年１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年５月１日から平成30年１月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年４月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年１月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 942,425 887,760

  受取手形及び売掛金 ※2  6,593,193 ※2  6,743,507

  商品及び製品 3,827,847 4,238,660

  仕掛品 758,583 718,724

  原材料及び貯蔵品 1,073,365 1,183,824

  繰延税金資産 109,897 56,609

  その他 476,344 1,006,936

  貸倒引当金 △186,672 △183,579

  流動資産合計 13,594,985 14,652,445

 固定資産   

  有形固定資産   

   土地 2,345,310 2,362,724

   その他（純額） 2,155,884 2,270,051

   有形固定資産合計 4,501,195 4,632,776

  無形固定資産 71,905 89,865

  投資その他の資産   

   長期営業債権 1,014,643 1,208,196

   その他 1,254,362 1,297,074

   貸倒引当金 △802,331 △858,415

   投資その他の資産合計 1,466,674 1,646,855

  固定資産合計 6,039,774 6,369,497

 繰延資産 884 232

 資産合計 19,635,644 21,022,175
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年４月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年１月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※2  3,830,583 ※2  3,226,120

  短期借入金 3,568,456 4,741,429

  1年内償還予定の社債 100,000 100,000

  賞与引当金 228,267 99,439

  その他 ※2  1,154,378 1,492,822

  流動負債合計 8,881,687 9,659,811

 固定負債   

  社債 100,000 -

  長期借入金 4,816,023 5,304,757

  長期未払金 75,425 59,069

  役員退職慰労引当金 170,184 177,402

  退職給付に係る負債 522,476 483,429

  環境対策引当金 19,108 -

  繰延税金負債 107,724 107,732

  その他 36,003 27,903

  固定負債合計 5,846,945 6,160,294

 負債合計 14,728,632 15,820,106

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,378,825 1,378,825

  資本剰余金 510,292 510,292

  利益剰余金 2,998,182 3,264,343

  自己株式 △17,189 △17,334

  株主資本合計 4,870,111 5,136,126

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 47,883 60,219

  為替換算調整勘定 △137,435 △126,330

  その他の包括利益累計額合計 △89,551 △66,110

 非支配株主持分 126,452 132,053

 純資産合計 4,907,012 5,202,069

負債純資産合計 19,635,644 21,022,175
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年５月１日
　至 平成30年１月31日)

売上高 13,215,098 13,117,511

売上原価 10,250,852 10,518,026

売上総利益 2,964,245 2,599,484

販売費及び一般管理費 2,103,777 2,159,578

営業利益 860,467 439,906

営業外収益   

 受取利息 22,125 19,880

 受取配当金 8,455 8,498

 持分法による投資利益 23,110 38,363

 為替差益 - 41,273

 その他 63,461 79,363

 営業外収益合計 117,152 187,379

営業外費用   

 支払利息 84,729 68,697

 手形売却損 14,647 11,666

 為替差損 90,810 -

 その他 17,408 22,662

 営業外費用合計 207,596 103,026

経常利益 770,023 524,259

特別利益   

 固定資産売却益 608 155

 特別利益合計 608 155

特別損失   

 解体撤去費用 31,600 2,016

 固定資産除却損 431 420

 減損損失 17,010 -

 投資有価証券評価損 - 1,000

 ＰＣＢ処理費用 - 250

 その他 635 -

 特別損失合計 49,676 3,687

税金等調整前四半期純利益 720,955 520,727

法人税、住民税及び事業税 239,889 74,486

法人税等調整額 35,371 71,229

法人税等合計 275,261 145,715

四半期純利益 445,693 375,011

非支配株主に帰属する四半期純利益
又は非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

△14,547 5,589

親会社株主に帰属する四半期純利益 460,241 369,422
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日
　至 平成29年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年５月１日
　至 平成30年１月31日)

四半期純利益 445,693 375,011

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 65,323 12,347

 為替換算調整勘定 △69,618 14,766

 持分法適用会社に対する持分相当額 △7,386 △3,662

 その他の包括利益合計 △11,680 23,452

四半期包括利益 434,013 398,463

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 448,558 392,863

 非支配株主に係る四半期包括利益 △14,545 5,600
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年５月１日 至 平成30年１月31日)

連結の範囲の重要な変更

　従来持分法非適用非連結子会社であった有限会社吉田漁業部は、重要性が増したため、第１四半期連結会計期

間より連結の範囲に含めております。
 

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　１　受取手形割引高

 

 
前連結会計年度

(平成29年４月30日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年１月31日)

受取手形割引高 2,774,237千円 2,451,782千円
 

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、一部の連結子会社の第３四半期末日が金融機関の休日であったため、当該四半期末日の満期手形が、四半

期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度

（平成29年４月30日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年１月31日）

受取手形 1,000千円 2,390千円

受取手形割引高 293,988 29,596

支払手形 324,893 36,010

その他（設備関係支払手形） 1,036 ―
 

 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日
至 平成29年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年５月１日
至 平成30年１月31日)

減価償却費 365,375千円 387,515千円

のれんの償却費 ― 5,430
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成28年５月１日 至 平成29年１月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年７月27日
定時株主総会

普通株式 90 3.5 平成28年４月30日 平成28年７月28日 利益剰余金
 

(注)　１株当たり配当額については、基準日が平成28年４月30日であるため、平成28年11月１日付の株式併合前の金

額を記載しております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成29年５月１日 至 平成30年１月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年７月27日
定時株主総会

普通株式 103 40 平成29年４月30日 平成29年７月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成28年５月１日 至 平成29年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計

漁業関連事業 陸上関連事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 10,985,452 2,200,729 13,186,182 28,916 13,215,098

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 10,985,452 2,200,729 13,186,182 28,916 13,215,098

セグメント利益又は損失(△) 755,777 106,411 862,188 △1,720 860,467
 

 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業用機械の製造・メンテナンス

等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成29年５月１日 至 平成30年１月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：千円)

 

報告セグメント

その他 合計

漁業関連事業 陸上関連事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 10,974,558 2,137,256 13,111,814 5,696 13,117,511

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ―

計 10,974,558 2,137,256 13,111,814 5,696 13,117,511

セグメント利益又は損失(△) 378,910 61,622 440,532 △626 439,906
 

 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、産業用機械の製造・メンテナンス

等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失(△)の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

２．報告セグメントごとの資産に関する情報

第１四半期連結会計期間より、有限会社吉田漁業部の重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

これにより、当第３四半期連結累計期間は前連結会計年度の末日に比べ、「漁業関連事業」のセグメント資産

が、227,435千円増加しております。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（のれんの金額の重要な変動）

「漁業関連事業」のセグメントにおいて、第１四半期連結会計期間より、有限会社吉田漁業部の重要性が増した

ため、連結の範囲に含めております。なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間におい

て16,291千円であります。
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(企業結合等関係)

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成28年５月１日
至 平成29年１月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成29年５月１日
至 平成30年１月31日)

   １株当たり四半期純利益金額 177円41銭 142円42銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 460,241 369,422

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

460,241 369,422

   普通株式の期中平均株式数(千株) 2,594 2,593
 

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　平成28年11月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。　

 

 
２ 【その他】

該当事項はありません。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年３月８日

日東製網株式会社

取締役会  御中

 

東陽監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   野   邊   義   郎   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   川　　越　　宗　　一   印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日東製網株式会

社の平成29年５月１日から平成30年４月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成29年11月１日から平成

30年１月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成29年５月１日から平成30年１月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日東製網株式会社及び連結子会社の平成30年１月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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